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データヘルス計画の動向など
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第1期 第2期

2015～2017年度 2018～2023年度

スタート時は
身の丈に合った保健事業の展開

法令を順守した確実な取組み

生活習慣病対策 生活習慣病対策に加えて
がん等の対策

※厚生労働省・健康保険組合連合会「データヘルス計画書作成の手引き（改訂版）」から抜粋、加工している

日本再興戦略（2013年） 未来投資戦略（2017年）

第3期

第2期のさらなる発展
コラボヘルスを深化して対策

2024～2029年度

コラボヘルスを通じて、
成果を出す取組み

対象年度

データヘルス計画で
国が目指したもの

国のガイドラインを
踏まえた

当健保の主な
実施事項

政府の成長戦略

データヘルス計画とは

第3期データヘルス計画ではコラボヘルスを通じて、保健事業の成果を出す取組（加入者の健康増進）
が求められている。

関連する制度・
施策等

第2期特定健診・保健指導
第2期後期高齢者支援金制度

健康スコアリングレポートによるコラボヘルス

第3期特定健診・保健指導
第3期後期高齢者支援金制度

健康スコアリングレポートによるコラボヘルス

第4期特定健診・保健指導
第4期後期高齢者支援金制度

全ての保険者に義務付けられた国民の健康寿命延伸のための予防・健康づくりに資する新たな仕組み

⇒ レセプト・健診情報等のデータ分析を活用してPDCAサイクルに沿った効果的・効率的な保健事業
を実施するための実施計画

⇒ 第4期特定健康診査等実施計画を一体的に策定

2024年度から「第3期データヘルス計画」がスタート



保険料率を維持することが重要
従業員数、報酬は健保でコントロール出来ない。
従って支出を適正にする努力が必要

データヘルス計画にしっかり取り組むと
後期高齢者※支援金を減らすことができる
※後期高齢者：後期高齢者医療制度の75歳以上
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予防可能と言われる生活習慣病等を
予防する
＝保険給付費自体の支出を抑える

保険給付費
（医療費）

納付金
（前期高齢者・後期高齢者）

元気な前期高齢者※を増やすと
前期高齢者納付金を減らすことができる
※前期高齢者：健保加入の65歳以上

データヘルス計画の重要性：健保財政の安定運営

健保の支出

健保が出来ることは、データヘルス計画にしっかりと取組み、成果を出すこと。
組合員の健康増進と健保の財政安定運営に繋げること。

健保の収入
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データヘルス計画の取組の評価について
（後期高齢者支援金加算減算制度）

各健保におけるデータヘルス計画の取組状況について、「総合評価」という形で指標化
（点数化）されており、その取組状況が悪い場合は、ペナルティとして健保から国に納付
する「後期高齢者支援金」を加算し、取組状況が良い場合は減算される仕組みです。
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※2024年度以降の後期高齢者支援金加算減算指標については参考資料（P.29～）をご参照ください。



第2期データヘルス計画の振り返り
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がん対策

健康意識の向上

人間ドック・婦人科検診及び精密検査勧奨を実施したことによる早期発見・早期治療の成果として新生物の医療費は2018
年⇒2022年で1千万弱削減。

体育奨励等の施策や機関誌発行を活用して健康増進に役立つ情報を提供を行い、加入者の意識づけをすることができ
た。

①特定健診
2020年度はコロナ禍で一時受診率は減少したものの、それ以外の年は被保険者:90%以上、被扶養者:60%以上をキープ

②特定保健指導
特定保健指導対象者に対して対面形式に加えてICTによる面談方式を導入したことで功を奏し、実施率は2018年11.2%
⇒2022年実績：24%と2倍以上向上した。

③健診後の措置（若年層からの対策）
 コラボヘルスによる高リスク者に対する保健指導を実施。特に若年層からの改善を重点実施した。

生活習慣病対策

第２期データヘルス計画の実績

・インフルエンザ予防接種 ・常備薬斡旋 ・電話健康相談 ・医療費通知 ・成人病予防健診 ・健康管理推進委員会 など

その他の事業

生活習慣病対策・がん対策・健康意識の向上を軸に幅広く事業を実施



・2022年度保健事業（特定健診・特定保健指導は2021年度）に基づき評価
・当健保は総合評価 68/200点で減算対象保険者には認定されていない。
・単一健保1,119のうち、261健保が減算に該当（前年度は179健保）
・効果的な保健事業を推進している一方で特定保健指導の実施率を引き上げが課題。

※厚労省「2022年度の後期高齢者支援金の加算・減算について」
「保険者機能の総合評価の指標の各保険者点数一覧（2022年度支援金）」をもとに抜粋、加工

総合評価指標から見る現状と課題

2022年度

0

20

40

60

80

100

120

140

160

単一健保点数分布

減算保険者

その他

当健保
(68点)

2021年度当健保実績
特定健診 86.8%（国の目標値：90%）
特定保健指導 21.4%（国の目標値：60%）

2022年度当健保実績
特定健診 87.9%（前年度比1.1Pt増加）
特定保健指導 24.3%（前年度比2.9Pt増加）

最大の課題は、特定保健指導の実施率

■2024年度支援金の加算基準
 ・特定健康診査 70.0％未満
 ・特定保健指導 11.4％未満
■2025年度支援金の加算基準
 ・特定健康診査 70.0％未満
 ・特定保健指導 17.0％未満
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第3期特定健診・特定保健指導実施計画の総括
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特定健診（国の目標90%、減算評価81%）

特定保健指導（国の目標55%、減算評価30%）

年度 被保険者 被扶養者 計

2018年度 92.2% 65.2% 87.4%

2019年度 90.0% 65.5% 86.0%

2020年度 88.3% 58.0% 83.0%

2021年度 91.5% 63.7% 86.8%

2022年度 93.3% 57.0% 86.4%

年度 被保険者 被扶養者 計

2018年度 11.7% 5.9% 11.2%

2019年度 15.3% 5.9% 14.6%

2020年度 19.4% 17.2% 19.2%

2021年度 21.6% 14.8% 21.2%

2022年度 24.5% 15.9% 24.3%

2021年度健保平均
被保険者：92.6%
被扶養者：47.9%
計：80.5%

2021年度健保平均
被保険者：32.4%
被扶養者：16.0%
計：31.2%



データから見える当健保の状況
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性年齢構成
令和5年度
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総医療費・一人当たり医療費
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疾病別医療費（被保険者）
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疾病別医療費（被扶養者）
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疾病別医療費（被保険者・年代別）
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疾病別医療費（被扶養者・年代別）
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特定健診・特定保健指導
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健康状況
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生活習慣

低い方が良い状況 高い方が良い状況 高い方が良い状況 高い方が良い状況 高い方が良い状況
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特定健診・特定保健指導（2021年度）
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健康状況（2021年度）他健保との相対評価

健康状況は労働派遣業平均と比較して悪く、特に肥満と脂質の解消が課題。
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生活習慣（2021年度）他健保との相対評価

生活習慣は労働派遣業平均と比較して食事・喫煙が課題。



第3期データヘルス計画の方向性
と実施事業
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今後の課題と第3期の方向性
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○当健保のボリュームゾーンである30代前半の年齢層が、第3期6年間で30代後半にスライド
するのに伴い加入者の平均年齢が上昇していく。
○加齢に伴う疾病（生活習慣病 ・ がん等）により今後も医療費の増加が見込まれることから、
生活習慣の改善を通して肥満や高血糖等の健康リスク保有者を減少させていくことが必要

今後の課題

第3期の方向性

○第2期に引き続き、生活習慣病対策を重点事業として実施。
○事業主との連携（コラボヘルス）を深めることで、各種健診 ・ 保健指導の実施率を
向上させていくとともに、加入者の健康意識の醸成を図る。



ご参考：第3期データヘルスで実施する保健事業
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第4期特定健診・特定保健指導
実施率目標
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特定健康診査受診率 令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

令和
9年度

令和
10年度

令和
11年度

計画値 全体 受診者（人） 2,036 2,036 2,036 2,036 2,036 2,036

対象者（人） 1,792 1,812 1,853 1,853 1,853 1,853

受診率（％） 88.0% 89.0% 91.0% 91.0% 91.0% 91.0%

被保険者 受診者（人） 1,718 1,718 1,718 1,718 1,718 1,718

対象者（人） 1,598 1,615 1,632 1,632 1,632 1,632

受診率（％） 93.0% 94.0% 95.0% 95.0% 95.0% 95.0%

被扶養者 受診者（人） 318 318 318 318 318 318

対象者（人） 207 210 213 216 219 223

受診率（％） 65.0% 66.0% 67.0% 68.0% 69.0% 70.0%

特定保健指導実施率 令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

令和
9年度

令和
10年度

令和
11年度

計画値 全体 実施者（人） 436 442 452 452 452 452 

対象者（人） 131 155 181 203 226 271 

受診率（％） 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0% 60.0%

動機づけ
支援

実施者（人） 175 177 181 181 181 181 

対象者（人） 61 71 81 90 99 118 

受診率（％） 35.0% 40.0% 45.0% 50.0% 55.0% 65.0%

積極的
支援

実施者（人） 262 265 271 271 271 271 

対象者（人） 65 79 95 108 122 149 

受診率（％） 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 55.0%

【目標実施率 （第4期特定健診等実施計画から抜粋）】
特定健診は国の目標90%、特定保健指導は国の目標60%を目指す



参考
（後期高齢者支援金加算減算指標）
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第４期後期高齢者支援金加減算制度における総合評価指標

※厚生労働省「第４期後期高齢者支援金の加算・減算制度について（2024 年度～ 2026 年度）」公表資料より抜粋 29



第４期後期高齢者支援金加減算制度における総合評価指標

※厚生労働省「第４期後期高齢者支援金の加算・減算制度について（2024 年度～ 2026 年度）」公表資料より抜粋 30



第４期後期高齢者支援金加減算制度における総合評価指標

※厚生労働省「第４期後期高齢者支援金の加算・減算制度について（2024 年度～ 2026 年度）」公表資料より抜粋 31



第４期後期高齢者支援金加減算制度における総合評価指標

※厚生労働省「第４期後期高齢者支援金の加算・減算制度について（2024 年度～ 2026 年度）」公表資料より抜粋 32



第４期後期高齢者支援金加減算制度における総合評価指標

※厚生労働省「第４期後期高齢者支援金の加算・減算制度について（2024 年度～ 2026 年度）」公表資料より抜粋 33



Appendix

第４期後期高齢者支援金加減算制度における総合評価指標

※厚生労働省「第４期後期高齢者支援金の加算・減算制度について（2024 年度～ 2026 年度）」公表資料より抜粋 34



第４期後期高齢者支援金加減算制度における総合評価指標

※厚生労働省「第４期後期高齢者支援金の加算・減算制度について（2024 年度～ 2026 年度）」公表資料より抜粋 35
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